
6 生工第 4 号 佐藤家住宅差茅工事 仕様書

ａ 通 則

１ 適用範囲

この仕様書、図面（以下「設計図書」という。）および「公共建築工事標準仕様書（建築工事

編）」を適用するものとし、記載のない事項でも､工事完成のために必要と認めるものについて

は、施工者の責任において施工する。

２ 疑義の解釈

設計図書に疑義が生じた場合は、あらかじめ発注者の指示を受けるものとする。

３ 現場の納まりなどの軽微な変更

現場の納まり、取り合わせなどの関係で、材料、寸法、取付位置または取付工事等を多少変更

するなど軽微なものは、発注者と協議の上、施工すること。このときは、金額の変更を行わない。

４ 官公署その他への手続き等

①工事施工に必要な関係官公署等への諸手続は、請負者において迅速に処理しなければならない。

これらの諸手続きに要する費用は請負者の負担とする。

②関係官公署、付近住民などに対して交渉を要するとき、または交渉を受けたときは、速やかに

その旨を発注者に申し出て協議するものとする。

５ 提出書類

請負者は、指定する期日までに関係の書類を提出しなければならない。

発注者が別に示す書式がある場合にはその書式による。

６ 法令の遵守

請負者は、工事の施工に当たり、労働安全衛生法、建設業法等諸法令に定める工事に関する諸

法規を遵守し、工事の円滑な進捗を図らなければならない。なお諸法令の運営適用は、請負者の

負担と責任において行うこと。

７ 発生材の処理

①工事の施工に伴い生じた発生品（以下「発生材」という。）のうち、発注者の指示により引渡

しを要するものは、指定する場所で書類を添えて発注者に引き渡すこと。

②発生材のうち引渡しを要しないものは、発注者の承諾を受けた後すべて場外に搬出し、関係法

令等に従い請負者の責任において適切に処理しなければならない。

８ 土砂、資材等の運搬

請負者は土砂・資材等の運搬に当たり、積載超過のないように行わなければならない。



９ 見学者に対する広報等

請負者は、施工の方法等が見学者等に影響を及ぼすおそれがあるときは、見学者等の安全を確

保するため協力を求める看板を掲示するなど必要な措置を講じなければならない。

ｂ 工 事 現 場 管 理

１ 現場代理人および主任技術者

①現場代理人は、工事現場の管理運営に必要な知識と経験を有するものを指名し、発注者と連絡

を密にとり、施工に正しく反映することに努め、工事の円滑な処理を図ること。

②工事の施工に関して主任技術者等または専門技術者を置く場合は、工事現場内の権限について

現場代理人との関係を明確にしておくこと。

２ 労働災害の防止

工事現場における安全衛生については、現場代理人が責任者となり、関係法令等に従い必要な

措置を講ずるなど、常に工事の安全に留意して現場管理を行い、労働災害の防止に努めなければ

ならない。

３ 工事現場の保安

請負者は、工事現場への労働者その他関係者の出入りを適切に管理し、火災、盗難その他の事

故の防止に努めなければならない。

４ 工事用電力設備の保安

工事用電力設備の保安責任者には、法令に基づく有資格者を定め、現場代理人の管理のもとに

適切な保安業務を行うこと。

５ 災害および公害等の防止

工事の施工に伴う災害及び公害の防止並びに風水害対策については、関係法令に従い適切に措

置すること。

６ 公衆災害の防止

請負者は公衆の生命、身体及び財産に関する危害及び迷惑を防止するため、現場に仮囲い、危

険標示の設置など保安上必要な措置を講じなければならない。

７ 事故発生時の措置

請負者は、工事施工中、工事の実施に影響を及ぼす事故、人身に損傷を生じた事故または第三

者に損害を与えた事故が発生したときは、直ちに応急処置等所要の措置を講ずるとともに、事故

発生の原因及び経過、事故による被害の内容等について、速やかに発注者に報告しなければなら

ない。



８ 養生

請負者は、施工建物が国指定重要文化財であることを念頭に入れ、工事の施工済部分、既存部

分、未使用機器、備品、材料等で施工中汚損し、または損傷するおそれのあるものは、適切な方

法で養生をすること。

９ 関係書類の常備

請負者は、工事に係る関係書類を備え、発注者が随時閲覧できるように整理しておく。

１０ 現場の整理整頓

工事の施工中、機械器具、材料等は保安上の妨げにならないよう使用の都度整理し、不用のも

のは場外に搬出するなど、工事現場の整理整頓に努めること。

１１ 後片付け

請負者は、工事の完了に際し、工事現場及びその関連する部分の後片付け及び清掃を行うこと。

１２ 火気の取り扱い

工事対象の建物は国指定重要文化財であり、工事中に火気を使用するときは、火災に注意し工

事を進めること。現場内には消火器を備えること。また、当該地域内での喫煙を禁じる。

ｃ 施 工 管 理

１ 実施工程表

①請負者は、工事現場において着工するのに先立ち、工事実施に必要な工程表（以下「実施工程

表」という。）を作成し、提出すること。ただし、軽易な工事については、発注者の承諾を受

け提出を省略することができる。

②実施工程表上の工程及び工程内容等に変更の必要が生じ、その内容が重要な場合は、変更実施

工程表について上記①と同様とする。

③発注者の指示により、実施工程表を補足する週間または月間の工程表及び工種別工程表その他

を作成し、提出すること。

④他の工事と関連ある事項に付いては、発注者の指示を受け調整すること。

２ 施工計画書

①着工に先立ち、工事の総合仮設をまとめた施工計画書を作成し、発注者に提出すること。ただ

し、軽易な工事については、発注者の承諾を受け提出を省略することができる。

②各工種別に材料工法等を具体的に定めた施工計画書を作成し、発注者の承諾を受けること。た

だし、軽易な工事については、発注者の承諾を受け作成を省略することができる。

３ 施工図・原寸図等

請負者は、施工図、原寸図等を必要に応じて速やかに作成し、発注者の承諾を得ること。



４ 施工の立会、確認

請負者は、工事の進捗が主要な工事段階の区切りまたは発注者と協議して定めた工程に達した

ときは、発注者の確認を受けて次の工程に移行すること。

５ 工事の報告および記録

①工事の進捗状況など現場の状態を発注者の指示により報告すること。

②請負者は、発注者が指示した事項及び協議した事項について正確に記録し、これを系統的に整

理すること。

６ 作業日報

請負者は、必要に応じ、その日の作業の内容を詳細に記し、且つ翌日の作業予定を記した作業

日報を作成する。

７ 工事記録写真

①請負者は、工事全般にわたって工事の記録写真撮影を行い、発注者が随時閲覧できるよう整理

編集するとともに、工事完了時に写真帳として提出すること。特に、工事完了後に撤去または

隠ぺいされ確認が不可能となる部分に付いては、設計図書通り施工されていることを確認でき

るように主要な部分を撮影すること。

②提出した写真は、発注者に帰属する。

８ 発見物・墨書

工事中に発見した物、墨書、符号その他参考となる資料はその都度発注者に報告する。また発

見状況のわかる写真撮影をする。（カラー、工事完了後データと共に整理して提出する。）

ｄ 材 料

１ 品質

本工事に使用する材料は、仮設材料及び特に記載されたもののほかは、すべて日本産の新品と

し、特注品は在来仕様の見本品及び図面により作成する。

２ 見本

請負者は、材料､仕上げの程度､色合い､柄等については、あらかじめ見本を提出して発注者の承

諾を受けること。

３ 補足材

各工事の補足材は設計図書の数量・寸法によるが、必要に応じ発注者の承諾を受けること。

４ 材料検査

①各種材料については､すべて検査を受け、合格したものを使用する。また、不合格品については、

速やかに場外に搬出し、代品を納入して工事の進行に支障をきたさないようにする。



②検査に直接必要な費用は､請負者の負担とする。

５ 材料保管

検査に合格した材料は､請負者の責任において良好な状態で保管し、湿気・火災・盗難等に対し

て十分対策をとること。

e 参 考

工事の施工に当り､関係する法令等のうち､いくつかを参考として例示する。

建築基準法 （昭和２５年法律第２０１号）

建設業法 （昭和２４年法律第１００号）

道路交通法 （昭和３５年法律第１０５号）

騒音規制法 （昭和４３年法律第９８号）

振動規制法 （昭和５１年法律第６４号）

消防法 （昭和２３年法律第１８６号）

文化財保護法 （昭和２５年法律第２１４号）

電気事業法 （昭和３９年法律第１７０号）

労働基準法 （昭和２２年法律第４９号）

労働安全衛生法 （昭和４７年法律第５７号）

労働者災害補償保険法 （昭和２２年法律第５０号）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 （昭和４５年法律第１３７号）

f 提出書類一覧（参考）

詳細については発注者と協議する。

着工届、工事写真、完了届、その他発注者が指示する書類

g 屋根工事

１ 概要

主屋・中門全面の茅葺屋根を差茅による修繕と主屋・中門のぐしの修繕を行う。

２ 材料

使用する材料は下記を標準とする。

山茅 長 1.5ｍ以上、腐れや根曲がりの等のない乾燥した良質品

ぐし キシラデコール塗装 杉皮材 かんざし材 クレモナ Sロープ

３ 差茅

軒先の水切り茅より差茅を行う。腐朽がひどい茅は抜き取り、腐朽が軽い茅は引き出して

腐朽部分を刈り取る。間隙部や緩み部に切り茅を差し込み、ガンキで叩いて屋根の勾配に合

わせていく。これを順次繰り返し、軒先から棟まで葺き上げていく。茅抜き取りの際に押鉾

竹まで抜け出す場合は、押鉾竹の交換・追加、縄の締め直しを行う。

４ ぐし

・主屋ぐし



既存木部に木材保護塗料（キシラデコール塗装）を２回塗りを行う。

・中門ぐし

杉皮、かんざし材は全て解体し、流れ方向に２枚重ね桁行方向に２枚重ねとする。棟の水

下側にかんざし材を差し込みクレモナ Sロープをもって締付、要所銅線補強とする。

５ 発生材処分

不要となった茅材等は、適当な大きさ委に結束して指定する場所にいったん集積し、最終

的には関連法令に従い適切に処分する。


